
(６)  都市計画・まちづくり 
  ア  都市計画・まちづくりに関する基本計画 

項    目 広  島  市 湯  来  町 

ａ 市町村の都市計画

に関する基本的な

方針 

（都市計画法に基づく法定計画）  

 (a) 名称 広島市の都市計画に関する基本的な方

針（広島市都市計画マスタープラン） 

なし 

 (b) 目的 都市計画の視点から都市づくりの将来ビ

ジョンや都市計画の基本的な方針を明確

にし、諸施策を総合的に展開する。 

 

 (c) 目標年次 平成２２年（２０１０年）  

ｂ 緑地の保全及

び緑化の推進に

関する基本計画 

（都市緑化保全法に基づく法定計画）  

 (a) 名称 広島市緑の基本計画 なし 

 (b) 目的 ２１世紀の緑のまちづくりについての理念

と方向を示すとともに、緑の将来像と施策

の枠組みを明らかにする。 

 

 (c) 目標年次 平成２２年（２０１０年）  

 

  イ  都市計画区域等の状況 

項    目 広  島  市 湯  来  町 

ａ 都市計画区域面積   
                            (単位：ha)                           (単位：ha) 

区  分 面  積 区   分 面  積 

行政区域（a） ７４，２０３ 行政区域（a） １６，２８７ 

（ａ）のうち都市計画区域（ｂ） ３６，４４５ （ａ）のうち都市計画区域（ｂ） ３，０６９ 

市街化区域（ｃ） １５，２９８ 市街化区域（ｃ） ０ 
 

市街化調整区域（ｄ） ２１，１４７ 
 

市街化調整区域(ｄ) ０ 

（ｂ）／（ａ） ４９．１％ （ｂ）／（ａ） １８．８％ 

（ｃ）／（ａ） ２０．６％ （ｃ）／（ａ） ０％ 

（ｄ）／（ａ） ２８．５％ （ｄ）／（ａ） ０％ 

 (a) 都市計画区
域（市街化
区域・市街
化 調 整 区
域） 

  

ｂ 地域地区   

（単位：ｈａ，％） 

区   分 面 積 構成比率 

第一種低層住専 ３，２４６ ２１．２ 

第二種低層住専 ２２ ０．１ 

第一種中高層住専 ７８２ ５．１ 

第二種中高層住専 １，３２９ ８．７ 

第一種住居 ４，５９９ ３０．１ 

第二種住居 １，０３２ ６．７ 

準住居 ６６ ０．４ 

近隣商業 １，１８８ ７．８ 

商業 ６９５ ４．５ 

準工業 １，３７２ ９．０ 

工業 ６６７ ４．４ 

工業専用 ３００ ２．０ 

なし  (a) 用途地域 
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項    目 広  島  市 湯  来  町 

（単位：ｈａ） 

区   分 面   積 

防火地域 ５１５．２ 

準防火地域 ２，６４４．７ 

計   （ｅ） ３，１５９．９ 

(b) 防火地域及
び準防火地
域 

（注）両地区の市街化区域に占める割合〔（e）／

（c）〕は２０．１％である。 

なし 

（単位：ha） 

区 分 箇所数 面  積 備 考 

高度利用地区 ７ ９．６ 

金座街、広島駅

南口 A ブロック・

広島駅表口Bブ

ロック 地区、 西

荒神、五日市駅

北口、緑井駅周

辺、大手町四丁

目１番 

特定街区 ３ １３．６ 
基町、長寿園、

基町 6 番 

駐車場整備

地区 
１ １，０１３．３ 

臨港地区 １ ３４１．３  

流通業務地区 ２ ２０２．０ 
西部流通 

東部流通 

(ｃ) その他の地
区 

 

なし 

 

 

 

 
  ウ  国土調査 

項    目 広  島  市 湯  来  町 

ａ 地籍調査事業   

(a) 目的 なし 
 

国土の開発および保全並びにその利
用の高度化に資するとともに、あわせて
地籍の明確化を図るため、国土の実態
を科学的かつ総合的に調査する。 

(b) 調査面積  町全体面積      162.87 km2 
要調査面積      151.96 km2 
既調査面積       67.51 km2 
  うち地籍調査    67.13 km2 
  その他         0.38 km2 
10 か年計画面積     37.00 km2 

（平成 12 年度～21 年度） 

(c) 実施時期  昭和 63 年度～平成 42 年度（予定） 

(d) 負担割合  国 50％、県 25％、町 25％ 

 

(e) 地籍調査推進員  事業実施地区から町長が任命する。事
業の普及、土地所有者等との連絡、事
前調査、標識保全等を行う。 

 
エ  駐車場・駐輪場対策 

項    目 広  島  市 湯  来  町 

ａ 公営駐車場   

(平成 16 年 4 月 1 日現在) 

区  分 箇所数 収容台数 

路外等駐車場 ８ １，２９４ 

路上駐車場 ３１ ９０３ 

計 ３９ ２，１９７ 

 (a) 設置箇所数及び
駐車収容台数 

 

なし 

旧五日市町が広島市に合併する

以前に 0.47km2実施。 
（昭和 46 年度～48 年度） 
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項    目 広  島  市 湯  来  町 
 (b) 駐車料金 ①路外等駐車場 

 ・30 分までごとに 150～190 円 
 ・１泊 1,200～1,700 円 
②路上駐車場 
 ア 午前 8 時～午後 12 時 
 ・2 時間までの部分 
   30 分までごとに 150 円 
 ・2 時間を超える部分 
   30 分までごとに 170 円 
 イ 午前 0 時～午前 8 時 

（機械管理の駐車場に限る。） 
   60 分までごとに 100 円 
     但し、富士見町第 5 駐車場は、30

分までごとに 150 円 
 
 

 

ｂ 公営駐輪場   

（平成 16 年 4 月 1 日現在） 

①有料駐輪場    ２３か所 １７，２１２台 
有料駐輪場 

区  分 
箇所数 収容台数 

中区 ７ ４，５６０ 

東区 ４ １，６２０ 

南区 ５ ３，７８５ 

西区 ４ ２，４３０ 

安佐南区 － － 

安佐北区 － － 

安芸区 １ ２，３９７ 

佐伯区 ２ ２，４２０ 

計 ２３ １７,２１２ 

②無料駐輪場    ８０か所 １５，９６３台 
無料駐輪場 

区  分 
箇所数 収容台数 

中区 １ ２２０ 

東区 ６ ９１９ 

南区 ２ ２９７ 

西区 １１ １，４８２ 

安佐南区 ３８ ８，２６８ 

安佐北区 １４ ２，３５８ 

安芸区 ６ １，９７６ 

佐伯区 ２ ４４３ 

計 ８０ １５，９６３ 

(ａ) 設置箇所数・
駐輪収容台数 

 

 

 

なし 

(b) 駐輪放置規制区域   

 ・規制区域 ６地区 
（八丁堀･紙屋町周辺、広島駅周辺、横
川駅周辺、西広島駅周辺、五日市駅周
辺、矢野駅周辺） 
 
 

 

 ・規制区域面積 166.3ｈａ 

なし 
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項    目 広  島  市 湯  来  町 
ｃ 官公庁駐車の休日

開放 
  

(ａ) 設置場所 広島県庁内 

(b) 開放日及び開
放時間 

日曜日･祝日（１月１日を除く）、振替休日及
び１月 2 日・3 日の午前10 時～午後8 時 

 

(ｃ) 料金 ・2 時間までの部分 
  30 分までごとに     150 円 
・2 時間を超える部分 
  30 分までごとに     170 円 

なし 

ｄ 民間駐車場建設資
金利子補給 

  

(ａ) 目的 広島市の都心地区における民間駐車場
の整備を促進し、都市機能の維持及び
増進を図る。 

(b) 対象 ・道路の路面外に立体構造で建設するも
ので、不特定の者が利用する３０台以上
収容可能なもの 

・駐車場法施行令第７条～１５条に定める
構造及び設置の基準に適合するもの 

区分 道路開発資金の対象外 道路開発資金の対象 
補助金
対象資
金 

建設費（用地費を除く）
の８／１０以内の借入金 

道路開発資金か
らの借入金（用地
費を除く） 

補 
給 
利 
率 

利子補給対象資金の借
入年率から、４．５％を減
じた率。ただし、その年
率が年３％を超える時は
年３％とする 

左に同じ 

補 
給 
期 
間 

利子補給対象資金を借
り入れた日から５年 左に同じ 

備 
考 

建築物の駐車施設の附置等に関する条例
（昭和４３年広島市条例第１５号）に定める附
置義務駐車施設がある場合は、利子補給対
象資金から次の算式によって得た額を減ずる 
利子補給対象資金× 

附置義務駐車場面積／駐車場全体面積 

 

(ｃ) 利子補給 

 

なし 

   
 
オ  私道等整備補助 

項    目 広  島  市 湯  来  町 
ａ 私道整備工事費補

助 
  

(a) 内容 常時一般交通の用に供されている幅員
1.8m 以上の私道の舗装新設工事、排
水施設新設工事及び舗装補修工事 

 

(b) 補助率 ① 舗装新設工事 3/4 
  （ただし、通学路の歩道部分は 4/4） 
② 排水施設新設工事 3/4 
  （ただし、通学路は 4/4） 
③ 舗装補修工事 3/4 

なし 

ｂ 地図混乱地区内私
有道路の市道編入
測量等補助 

  

 (a) 内容 
  

法務局備付けの地図と現況とが著しく相
違する地図混乱地区の私有道路の市道
編入に必要な地図混乱是正に係る測量
費等の補助を行う。 
 

なし 
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 (b) 補助率 補助金の額＝測量費等の額×｛（地図混
乱地区の面積－市道に編入する私有道
路に接しない土地の面積）／地図混乱
地区の面積｝ 

 

 

  カ  防犯灯・街路灯設置等補助 
項    目 広  島  市 湯  来  町 

ａ 防犯灯・街路灯設置
維持補修補助 

  

(a) 名称 広島市街路灯設置管理費補助金 湯来町防犯灯設置費補助金 

(b) 対象 街路灯を設置し又は維持管理している
町内会、商店街、防犯組合等の団体 

町内会等において設置する防犯灯 

 

(c) 補助額 ①設置費補助 
・専用柱を設置するもの 補助率 1/2 
（１灯につき 30,000 円を限度） 
・電柱類に架するもの   補助率 1/2 
（1 灯につき 15,000 円を限度） 

②維持補修費補助 
１灯につき年額  2,600 円 

設置費補助 
  ・１基につき 10,000 円 

 
  キ  市街地の再開発等 

項    目 広  島  市 湯  来  町 

ａ 土地区画整理事業   

（単位：か所、ha） 
区分 か 所 面 積 備 考 

整
備
済 

１０ １,３９０.３ 

西部復興、東部復興、
大芝、己斐、別所、
高陽第一、五日市駅
北口、祇園第一、古
川、中講 

整
備
中 

３ ８０.６ 
段原、段原東部、
向洋駅周辺青崎 

計 １３ １,４７０.９  

 (a) 実施状況 

  (公共施行分) 

※ 整備済：換地処分済 

整備中：事業計画決定済 

なし 

ｂ 市街地再開発事業   
（単位：ｈａ）

区分 施行地区 面積 

整備済 

・広島駅南口Ａブロック 
・西荒神地区 
・五日市駅北口地区 
・金座街地区 

１． ２ 
０．８ 
０．７ 
０．９ 

 
整備中 
都市計画
決定済 

・緑井駅周辺地区 
・広島駅表口Ｂブロック地

区 
・大手町四丁目1番地区 

３．７ 
１．４ 

 
０．７ 

 
計 ７か所 ９．４ 

 (a) 実施状況 なし 

ｃ 地区計画   

地 区 数 面  積 

４３か所 1,991.33ｈａ 

 (a) 指定状況 なし 
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  ク  生活交通路線の維持 

項    目  広  島  市  湯  来  町 

 ａ バス運行対策費補助   

(a) 内容 地域住民にとって必要不可欠な生活交
通路線の維持を図るため、運行費の一
部を補助する。 

同左 

(b) 補助対象路線 ① 第1 種生活交通路線（国庫補助対象） 
    広域的かつ幹線的路線 
    要件：複数市町村にまたがりキロ程

10km 以上 
広域行政圏の中心市町村にア
クセス 
1 日あたりの輸送量 15 人以上
150 人未満 
運行回数1 日3 回以上 

② 第2 種生活交通路線（単県補助対象） 
    広域的乗合バス路線 
    要件：複数市町村にまたがりキロ程

10km 以上 
1日あたりの輸送量5人以上150
人未満 
運行回数1 日1 回以上 

③ 第3 種生活交通路線（単市補助対象） 
    地域的生活バス路線 
    要件：本市域内で完結する路線又は複

数市町村にまたがるものの、国、
県の補助対象とならない路線 
1日あたりの輸送量5人以上150
人未満 
運行回数1 日1 回以上 

① 第1 種生活交通路線（国庫補助対象） 
    同左 
 
 
 
 
 
 
 
② 第2 種生活交通路線（単県補助対象） 
    同左 
 
 
 
 
 
③ 第3 種生活交通路線（単県補助対象） 
    複数市町村に跨る市町村自主運行路線 

（広域移動を目的として、複数市町村に
跨る路線、鉄道駅又は港に接続する単
一市町村内完結路線を含む。） 

 

  

(c) 補助対象額 補助対象経常費用と経常収益の差額 同左 

 
 
  ケ  まちづくり推進方策 

項    目 広  島  市  湯  来  町 

 ａ まちづくり活動の推進     

(a) 名称 
「広島市まちづくり要綱」 
（現在､まちづくり要綱は改定作業中である。） 

 (b) 内容 安全で住みよいまちづくりを住民と市が
協力して推進するため、住民等が設置
した団体で一定の要件を満たすものを
「まちづくり協議会」として認定して、市
はその活動を支援する。 
①コンサルタント派遣事業 

協議会による「まちづくり計画」の策定
を支援する。(3 年間限度) 

②活動費補助 
まちづくり計画を策定した協議会が実
施する補助対象事業の２／３を補助
(3 年間限度) 

補助対象事業 補助額 

広報活動事業 １０万円／年 

講演会等開催事業 〃 

先進地視察事業 〃 

イベント事業 ２０万円／年 

 

  

 (c) 補助額等 

③技術的援助 
アドバイザーの派遣等 
 

なし 
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項    目 広  島  市  湯  来  町 

 ｂ 都市景観の指導    

 (a) 建築物等景観協議   

名称 「建築物等景観協議」（都市美協議） 

内容 ５階以上の建築物（ただし、幅員 10m を超え
る沿道の角地にあっては３階以上）や、敷地
面積が 1,000 ㎡を超える工場の用に供する
建築物の新築、増築等を行う場合、建築確認
申請に先立ち事前協議を行う。 

 

協議項目 ・ 外壁、建築設備、看板・広告塔、緑化 
・ 壁面後退、バルコニーの洗濯物、自転車駐

輪場、ゴミ集積場、屋外駐車場、屋外階段等 

なし 

 （ｂ） リバーフロント建築
物等美観形成協議 

  

名称 「リバーフロント建築物等美観形成協議制度」 

内容 市街地内の主要河川及び港湾沿いで、
護岸から 200m 以内の地区 

 

 

協議項目 「建築物等景観協議」と同じ 

なし 

 ｃ 福祉環境整備基準   

  (a) 名称 「広島県福祉のまちづくり条例」 
「広島市公共施設福祉環境整備要綱」 

「広島県福祉のまちづくり条例」 

  (b) 内容 県条例に基づいて、福祉環境整備を進め
ているが、市が設置し又は管理する公共施
設については、独自の要綱（県条例よりも
厳しい基準）を定め、整備を進めている。 

県条例に基づいて、福祉環境整備を進め
る 

 (c) 整備基準の主な内
容 

・ 条例については、障害者、高齢者、
病弱者、妊産婦あるいは乳幼児を連
れた人などの行動を阻む様々な障壁
を取り除き、すべての県民が自らの意
思で自由に行動し、社会参加できる
ような環境を整備していく基準 

・ 要綱については、「高齢者、身体障
害者等が円滑に利用できる特定建築
物の建築の促進に関する法律」にお
ける誘導的基準に相当するもの 

・ 障害者、高齢者、病弱者、妊産婦ある
いは乳幼児を連れた人などの行動を
阻む様々な障壁を取り除き、すべての
県民が自らの意志で行動し、社会参加
できるような環境を整備していく基準 

ｄ 建築物の駐車施設の附
置義務 

  

 (a) 名称 「建築物における駐車施設の附置等に
関する条例」 

 (b) 適用範囲 駐車場整備地区（駐車場法）、商業地
域、近隣商業地域、第一種低層住居専
用地域及び第二種低層住居専用地域
以外の市街化区域 

 

 (c) 内容 ・ 建築物の規模等により駐車施設の附置 
・ 駐車施設の規模 
① 2.3ｍ×5.0ｍ（小型自動車用） 

全附置台数の 70％ 
② 2.5ｍ×6.0ｍ（普通自動車用） 

全附置台数の 30％ 
③ 3.5ｍ×6.0ｍ（車椅子利用自動車） 

特定用途に供する部分を有する建築
物の場合に最低 1 台（②のうち） 

なし 

ｅ 屋外広告業の届出の受
理、その他屋外広告物
法の施行 

  

  (a) 名称 「広島市屋外広告物条例」 「広島県屋外広告物条例」 
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 (b) 適用範囲 全市域 国重要有形民俗文化財の建造物の周囲

50ｍ以内、県史跡又は名勝並びに一般
国道及び主要地方道の用地及びその用
地から展望できる 300ｍ以内の地域 

 (c) 内容 ①屋外広告物条例等の運用（許可事務
等）及び改正 

②はり紙、立看板等の簡易除却業務の委
託等（市費負担と県補助） 

③屋外広告業の届出の受理 
④屋外広告物講習会の開催（広島
県、福山市、広島市の 3 者持ち回
り。） 

①広島県屋外広告物条例に基づく 
②屋外広告業の届出の受理 

 

 
 
  コ  宅地開発・建築物の指導 

項    目  広  島  市 湯  来  町 

 ａ 宅地開発指導     

(a) 名称 「広島市宅地開発指導要綱」 県の事務 

(b) 目的 宅地開発の指導に関し必要な事項を定
め、新たな都市環境の形成に寄与する。 

 

(c) 主な内容 1ｈａ以上の宅地開発(主として住宅の建
築用)にあっては、必要に応じて開発地
区内に必要となる公益施設用地(集会
所用地等)を提供させる。 

 

 ｂ 市街化調整区域等に
おける大（中）規模開
発の指導  

 
  

(a) 名称 「市街化調整区域等における大規模開
発の取扱方針」 
「市街化調整区域等における中規模開
発の取扱方針」 

(b) 内容 市街化区域以外における大（中）規模
な宅地開発を、関連する諸条件との整
合を図りつつ適正に誘導していくことを
目的に、通常の許認可手続きに先立
ち、市と事前に協議する。 

(c) 適用対象事業 市街化区域以外における次に掲げる事
業で、開発区域の面積が 20ｈａ以上を大
規模開発、開発区域の面積が５ｈａ以上
20ｈａ未満を中規模開発としている。 
①都市計画法の規定に基づく開発行為 
②土地区画整理法の規定に基づく土地

区画整理事業 
③宅地造成等規制法の規定に基づく宅

地造成に関する工事 

 

(d) 事前協議、調整 大（中）規模開発調整会議において審
議し所要の調整を行う。 

県の事務 
「市街化調整区域における大規模開発
の取扱い方針」（県） 

ｃ 中高層建築物に関する
指導  

  

 (a) 名称 「広島市中高層建築物の建築に係る
紛争の予防及び調整に関する条例」 

 

 (b) 目的  中高層建築物（高さ 10ｍ超又は 15ｍ
超）の建築に関し必要な事項を定める
ことにより、良好な近隣関係を保持し、
安全で快適な居住環境の保全及び形
成に資するために定めた条例 

 なし 
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 (c) 内容 建築主等は、建築基準法に基づく確認
申請若しくは計画通知又は許可申請を
する前に建築計画を公開し（それぞれ
申請又は通知する 30 日前から標識を建
築予定地の見えやすい場所に設置）、
建築計画について近隣住民に説明し
（その旨を申請又は通知する 20 日前ま
でに市長に報告）、良好な近隣関係の
保持に努めなければならない。また、建
築主等は、中高層建築物によりテレビジ
ョン電波の受信障害が生じた場合、その
対策を講じなければならない。 

 

ｄ 共同住宅型建築物に関
する指導 

 
  

 (a) 名称 「広島市共同住宅型建築物に関する指
導要綱」 

 (b) 目的 階数が３階建て以上で、かつ、住戸を１
５戸以上有する共同住宅型建築物の建
築に関し、良好な生活環境の確保を図
るために定めた要綱 

 

 (c) 内容 建築主等は、建築基準法に基づく確認
申請若しくは計画通知又は許可申請を
する前に建築計画について公開しなけ
ればならない。また、建築主等は、駐車
場やゴミ置場、管理人の配置等について
基準に適合するよう計画するものとする。 

なし 

ｅ ゴルフ場開発の指導   

(a) 名称 「広島市ゴルフ場指導要綱」 

(b) 目的 ゴルフ場について、その適正な施工・
管理を確保し、自然環境の保全、公害
及び災害の防止並びに合理的な土地
利用を図ることを目的として、都市計画
法に基づく開発許可等の際の行政指
導等の指針とする。 

 

(c) 適用対象事業 ①開発区域の面積が５ｈａ以上の開発事業 
②開発事業により面積が５ｈａ以上となった

ゴルフ場 
③既設の面積が５ｈａ以上のゴルフ場 

県の「ゴルフ場の開発事業に関する指導
要綱」に準ずる。 

ｆ 開発行為の指導    

(a) 名称 「広島市宅地開発指導要綱」 「湯来町土地開発指導要綱」 

(b) 目的 開発行為の指導に関し必要な事項を定
め、新たな都市環境の形成に寄与す
る。 

開発行為の適正化に関して必要な措置を
講じ、無秩序な開発行為を規制することに
より安全で快適な地域環境の確保と、町土
の秩序ある利用を図りもって町民の福祉の
向上に資することを目的とする。 

 

(c) 適用対象事業 市街化区域における開発地域面積が
1,000 ㎡以上の開発事業及び市街化調
整区域における開発事業 

開発地域面積が 500 ㎡以上の開発事業 
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サ  公園・緑地等整備 
項   目 広  島  市 湯  来  町 

ａ 公園緑地   
（平成 15 年 3 月 31 日現在） （平成 15 年 3 月 31 日現在） 

全市 全町 
区分 

か所 面積(ha) 
区分 

か所 面積(ha) 
街区公園 918 159.92 街区公園 15 2.70 住区 

基幹 
公園 近隣公園 46 98.11 近隣公園 1 1.39 

総合公園 7 163.18 

住区基
幹公園 

計 16 4.09 都市 
基幹 
公園 計 12 258.86 

風致公園 8 55.84 

動・植物公園 2 43.20 

歴史公園 1 4.70 

墓園 2 16.60 

特殊 

公園 

計 13 120.34 

広域公園 2 125.45 

都市緑地 43   22.83 

緑道 8 14.01 

合計 1,054 860.18 

 (a) 設置状況 

(注)都市計画決定をされていないものを含む。 

(注)都市計画決定はされていない。 

 

 


